
右の棒グラフは、厚生労働省が公表している派遣労働者の「賃金に満足していない理由」につ
いての実態調査の推移データである。2022年の調査ではそれ以前の3回とは大きく異なり、「派
遣先で同一業務を行う派遣労働者より低いから」の割合が大幅に上昇していることが分かる。
「賃金に満足していない理由」のトップが、かつての「直接雇用の労働者」から「同一業務を行う
同じ派遣労働者」に移行。本特集では、同一労働同一賃金〝施行後〟のこの「変化」に着目して
みたい―。 （本誌　伊藤秀範）

派遣先での と の原因は
正社員よりも
「隣の同じ派遣労働者」 かもしれない

「派遣先で同一業務を行う派遣労働者より
低いから」が賃金不満のトップに

特集

2008年度

14.8%

20.8%

20.7%

14.6%

27.0%

2017年度

17.0%

23.9%

21.6%

26.9%

10.6%

2012年度

16.5%

23.8%

19.6%

30.0%

10.2%

2022年度

16.0%

21.4%

13.1%

18.4%

24.6%

派遣先で同一業務を行う
直接雇用の労働者より低いから

能力や職務内容に
見合っていないから

業務量に見合っていないから

その他・不明

派遣先で同一業務を
行う派遣労働者より
低いから

資料出所：厚生労働省「雇用の構造に関する実態調査（派遣労働者実態調査）」

賃金に満足していない理由
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派遣労働者同士における
待遇面の〝横の比較〟感度が上昇

同一労働同一賃金施行〝前後〟で潮目変わる

つ
い
て
の
実
態
調
査
の
推
移
デ
ー
タ
で

あ
る
。

こ
ち
ら
を
見
る
と
、
２
０
１
７
年
ま

で
は
「
派
遣
先
で
同
一
業
務
を
行
う
直

接
雇
用
の
労
働
者
よ
り
低
い
か
ら
」
の

割
合
が
最
も
高
い
。
と
こ
ろ
が
、

2
0
2
2
年
の
調
査
で
は
、「
派
遣
先

で
同
一
業
務
を
行
う
直
接
雇
用
の
労
働

者
よ
り
低
い
か
ら
」
の
割
合
が
大
き
く

ダ
ウ
ン
し
、
そ
れ
ま
で
は
10
％
台
で
推

移
し
て
い
た
「
派
遣
先
で
同
一
業
務
を

行
う
派
遣
労
働
者
よ
り
低
い
か
ら
」
の

割
合
が
、
24
・
６
％
と
２
倍
以
上
に
膨

ら
み
、最
も
高
い
割
合
に
な
っ
て
い
る
。

正
規
雇
用
と
の
不
合
理
な

待
遇
差
解
消
の「
成
果
」か

労
働
者
派
遣
法
改
正
に
よ
る
同
一
労

働
同
一
賃
金
は
、
２
０
２
０
年
４
月
１

日
か
ら
施
行
さ
れ
て
い
る
。

時
系
列
で
見
れ
ば
、
２
０
２
２
年
に

お
い
て
「
派
遣
先
で
同
一
業
務
を
行
う

直
接
雇
用
の
労
働
者
よ
り
低
い
か
ら
」

の
割
合
が
大
き
く
ダ
ウ
ン
し
て
い
る
調

査
結
果
は
、「
同
一
企
業
・
団
体
に
お

け
る
い
わ
ゆ
る
正
規
雇
用
労
働
者
（
無

期
雇
用
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
）
と
非
正

規
雇
用
労
働
者
（
有
期
雇
用
労
働
者
、

「
不
満
」
理
由
に
お
い
て
も
、「
同
じ
派

遣
先
で
働
い
て
い
る
の
に
、
途
中
か
ら

派
遣
元
を
変
更
し
た
ら
時
給
が
上
が
っ

た
。
仕
事
内
容
が
変
わ
っ
た
の
で
元
々

の
派
遣
元
に
戻
っ
た
ら
、
ま
た
時
給
が

下
が
っ
た
。
も
う
少
し
上
が
る
派
遣
元

に
移
ろ
う
と
思
う
」（
44
歳
女
性
・
長

野
・
製
造
業
派
遣
・
軽
作
業
）、「
同
じ

仕
事
で
も
派
遣
会
社
で
時
給
が
違
う
。

時
給
の
い
い
と
こ
ろ
が
あ
れ
ば
移
り
た

い
」（
46
歳
女
性
・
埼
玉
・
製
造
業
派

遣
・
製
造
）な
ど
の
コ
メ
ン
ト
が
あ
っ
た
。

同
一
労
働
同
一
賃
金
施
行
後
、
待
遇
面

に
お
け
る
派
遣
労
働
者
同
士
の
〝
横
の

比
較
〞
の
感
度
上
昇
は
、
派
遣
元
間
の

〝
横
移
動
〞
も
軽
快
に
さ
せ
て
い
る
。

賃
金
の「
派
遣
労
働
者
へ
の

適
用
割
合
」の
変
化
は
？

参
考
ま
で
に
、
こ
こ
で
同
一
労
働
同

一
賃
金
施
行
後
に
お
け
る
賃
金
の
「
派

遣
労
働
者
へ
の
適
用
割
合
」
に
つ
い
て

も
触
れ
て
お
き
た
い
。

関
連
デ
ー
タ
と
し
て
は
、
同
じ
く
独

立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機

構
の
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
施
行
後
の

派
遣
労
働
者
の
待
遇
改
善
の
状
況
（
派

遣
元
調
査
）」（「
派
遣
労
働
を
め
ぐ
る

ア
ン
ケ
で
目
立
ち
始
め
た
同
じ

「
派
遣
労
働
者
と
の
比
較
」視
点

「
同
じ
仕
事
を
し
て
い
る
の
に
、〝
他

の
派
遣
会
社
か
ら
来
て
い
る
人
〞
は
時

給
が
高
い
」（
49
歳
男
性
・
北
海
道
・

中
小
派
遣
・
テ
レ
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
）。

派
遣
労
働
者
の
「
派
遣
時
給
」
に
関

す
る
本
誌
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
お
い

て
、「
不
満
」、
あ
る
い
は
「
不
満
は
あ

る
が
、
納
得
は
し
て
い
る
」
と
回
答
し

た
人
の
〝
そ
の
理
由
〞
と
し
て
、
同
じ

派
遣
先
で
就
労
す
る
「
派
遣
労
働
者
と

の
比
較
」
に
関
す
る
内
容
が
目
立
つ
よ

う
に
な
っ
て
久
し
い
。

５
、
６
年
前
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
な

ら
、
派
遣
労
働
者
の
待
遇
差
に
関
す
る

不
満
と
い
え
ば
、
そ
の
大
多
数
は
派
遣

先
の
「
正
社
員
」
に
向
け
ら
れ
た
内
容

で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
同
一
労
働
同
一

賃
金
が
施
行
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
あ
た

り
か
ら
は
や
や
潮
目
が
変
わ
り
始
め
た
。

そ
れ
を
裏
付
け
る
よ
う
な
他
の
デ
ー

タ
も
あ
る
。

ト
ビ
ラ
に
掲
載
し
た
「
雇
用
の
構
造

に
関
す
る
実
態
調
査
（
派
遣
労
働
者
実

態
調
査
）」
の
棒
グ
ラ
フ
は
、
厚
生
労

働
省
が
公
表
し
て
い
る
派
遣
労
働
者
の

「
賃
金
に
満
足
し
て
い
な
い
理
由
」
に

同一労働同一賃金施行後の派遣労働者の待遇改善の状況
―各種手当等の適用状況（派遣元調査・公表値）

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
、派
遣
労
働
者
）

と
の
間
の
不
合
理
な
待
遇
差
の
解
消
」

に
よ
る
一
定
の
「
成
果
」
と
受
け
取
る

こ
と
も
で
き
よ
う
。

独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研

修
機
構
の
「
待
遇
決
定
方
式
別
の
法
施

行
後
の
派
遣
労
働
者
の
賃
金
（
派
遣
元

調
査
）」（「
派
遣
労
働
を
め
ぐ
る
政
策

効
果
の
実
証
分
析
」（
労
働
政
策
研
究

報
告
書
№
２
１
８
２
０
２
２
年
３

月
））
に
よ
る
と
、
派
遣
労
働
者
の
同

一
労
働
同
一
賃
金
が
施
行
さ
れ
た
２
０

２
０
年
４
月
以
前
と
比
べ
、
派
遣
先
均

等
・
均
衡
方
式
は「
少
し
増
え
た
」「
や

や
増
え
た
」「
か
な
り
増
え
た
」
の
合

計
が
48
・
６
％
、
労
使
協
定
方
式
で
は

同
じ
く
合
計
が
50
・
９
％
と
、
法
施
行

後
は
約
半
数
の
事
業
所
で
派
遣
労
働
者

の
賃
金
が
上
昇
し
て
い
る
。

た
だ
、
辛
口
の
見
方
を
す
れ
ば
、
同

一
労
働
同
一
賃
金
の
施
行
後
も
約
半
数

の
事
業
所
は
「
変
わ
ら
な
い
」
あ
る
い

は
「
減
っ
た
」
と
回
答
し
て
い
る
。
派

遣
労
働
者
の
立
場
に
立
て
ば
、
同
じ
派

遣
先
の
仕
事
な
ら
、
賃
金
が
「
変
わ
ら

な
い
」
派
遣
元
よ
り
も
「
上
昇
し
て
い

る
」派
遣
元
の
ほ
う
に
心
が
動
く
の
は
、

む
し
ろ
自
然
な
感
情
で
あ
る
。

派
遣
労
働
者
の
「
派
遣
時
給
」
に
関

す
る
本
誌
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
お
け
る

政
策
効
果
の
実
証
分
析
―
各
種
手
当
等

の
適
用
状
況
」（
労
働
政
策
研
究
報
告

書
№
２
１
８
２
０
２
２
年
３
月
））

が
参
考
に
な
る
（
＝
11
頁
上
段
）。

こ
ち
ら
で
は
、
派
遣
労
働
者
（
無
期

雇
用
と
有
期
雇
用
）に
お
け
る「
賞
与
」

と
「
退
職
金
」「
通
勤
手
当
」「
家
族
手

当
、扶
養
手
当
、育
児
支
援
手
当
な
ど
」

「
住
宅
手
当
な
ど
」「
単
身
赴
任
手
当
」

な
ど
の
各
種
手
当
に
つ
い
て
、
２
０
１

９
年
と
２
０
２
０
年
、
つ
ま
り
同
一
労

働
同
一
賃
金
の
〝
施
行
前
後
〞
の
変
化

を
表
し
て
い
る
。

「
賞
与
」
と
「
各
種
手
当
」
と
も
に
、

施
行
後
に
派
遣
労
働
者
へ
の
適
用
割
合

が
上
昇
。
特
に
「
通
勤
手
当
」
は
無
期

雇
用
、有
期
雇
用
と
も
に
98
％
を
超
え
、

ほ
と
ん
ど
の
派
遣
会
社
で
施
行
後
に
適

用
さ
れ
て
い
る
様
子
が
う
か
が
え
る
。

「
退
職
金
」
に
関
し
て
も
、
無
期
雇
用

で
は
45
・
２
％
か
ら
70
・
４
％
、
有
期

雇
用
で
は
９
・
４
％
か
ら
42
・
６
％
と

大
き
く
適
用
割
合
を
伸
ば
し
て
い
る
。

「
能
力・経
験
調
整
指
数
」の

周
知・理
解
は
？

「
４
年
以
上
働
い
て
い
る
が
、
時
給

が
５
円
上
が
っ
た
だ
け
、
同
職
場
の
派

資料出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「派遣労働をめぐる政策効果の実証分析」（労働政策研究報告書 № 2182022年3月）
（補足）
①賞与について、「労使協定方式」では、一般賃金水準に賞与相当割合（令和6年度は2％）を上乗せすることを求めており、100％を確保
②退職金について、「労使協定方式」では、退職金制度の導入又は賃金に退職金相当の一定割合（令和6年度は5％）を上乗せすることを求めており、100％を確保
③通勤手当について、「労使協定方式」では、実費または一般の労働者の1時間当たりの通勤手当に相当する額（令和6年度は72円）を上乗せすることを求めており、100％を確保
その他の各種手当についても「労使協定方式」では、一般賃金水準の算定に含まれる

n＝3557（2019年度無期雇用）
 n＝3443（2020年度無期雇用）
 n＝2213（2019年度有期雇用）
 n＝1996（2020年度有期雇用）

①賞与

2019年度
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（%）
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④家族手当、扶養手当、育児支援手当など
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（%）
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②退職金
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（%）
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45.2

70.4

9.4

42.6

⑤住宅手当など

2019年度

無期雇用派遣労働者
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（%）
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2020年度

31.7 37.7

10.4 16.4
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③通勤手当

2019年度

無期雇用派遣労働者

2020年度

（%）

2019年度

有期雇用派遣労働者

2020年度

86.4
98.9

78.2

98.1
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2019年度

無期雇用派遣労働者
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（%）

2019年度

有期雇用派遣労働者

2020年度

18.2 21.3
8.3 11.3
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派遣先での と の原因は正社員よりも「隣の同じ派遣労働者」かもしれない


